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ある 22)。課税庁は、実地の税務調査において質問検査等をする場合、通則法 74条の 10《事
前通知を要しない場合》に該当する場合を除き、あらかじめ納税義務者に事前通知をするこ


































































































































































































































































































































































































る（控訴審広島高裁平成 7年 12月 12日判決（LEX/DB文献番号 28021525）、上告審最高裁平成





















































































25) 財務省・前掲注 22) p.238。
26) 再調査（質問検査）を実地の調査において行う場合には、改めて事前通知に係る手続が必要に
なると考えるが、ここでは検討の対象としない。
27) 鈴木庸夫（1987）「判研」法学教室 83号（1987年 8月 1日号）有斐閣、p.111。
28) 消極説を採る裁判例として、他に、大阪地裁昭和 59年 11月 30日判決（事件番号昭和 57年（行
ウ）第 1ないし 3号。確定か否か不明）、千葉地裁平成 2年 10月 31日判決（控訴審判決は東京












36) 同旨の裁判例として、大阪地裁昭和 46年 9月 14日判決（控訴審判決では原審判断を引用、上
告審判決ではこの点の判断なし）、名古屋地裁昭和 49年 12月 16日判決（控訴審判決では原判
決を引用、確定）、名古屋地裁昭和 51年 3月 29日判決（控訴審判決では原判決は相当と判断、
確定）、名古屋地裁昭和 52年 10月 24日判決（確定）、東京高裁昭和 53年 10月 17日判決（上
告審では原審の判断は正当として是認）、大阪地裁平成 2年 4月 11日判決（事件番号昭和 61年
（行ウ）第 66、67号。確定）、大阪地裁平成 2年 4月 11日判決（事件番号昭和 62年（行ウ）第
11ないし 13号。その後の状況は不明）、津地裁平成 9年 11月 13日判決（確定）、大阪高裁平成
11年 1月 26日判決（確定）、前橋地裁平成 17年 11月 25日判決（控訴審判決は東京高裁平成
18年 3月 29日判決（確定））、横浜地裁平成 18年 1月 18日判決（確定）、東京地裁平成 21年
10月 8日判決（控訴審では原判決を引用、上告審では上告受理申立ては不受理決定）、岡山地裁
平成 22年 5月 25日判決（控訴審判決では原判決を引用、上告審では上告棄却・不受理決定）、
東京地裁平成 23年 12月 1日判決（控訴審判決では原判決を引用、上告審では上告棄却・不受
理決定）、大阪地裁平成 27年 3月 20日判決（控訴審判決では原判決を引用、確定）、東京地裁












41) 最高裁平成 8年 3月 5日第三小法廷判決（LEX/DB文献番号 28030235）。
42) 同旨の裁判例として、那覇地裁昭和 63年 8月 10日判決（控訴されたようだが、その後の状況











48 金子・前掲注 12) p.914。同意なしに居室に立ち入る等、調査が行きすぎで違法であったとして
国家賠償を認めた例として、京都地裁平成 7年 3月 27日判決を挙げている。


























55) 加藤就一（1988）「判研」判タ 653号（1988年 2月 15日号）、p.38。なお、違法収集証拠排除法
則を採用した例として、最高裁昭和 53年 9月 7日第一小法廷判決を挙げている。
56) 高野幸大（1994）「調査の手続」日本税務研究センター編『租税行政手続』日税研論集 25号、
pp.157-158参照。



















62) 鈴木・前掲注 27) p.111参照。
63) LEX/DB文献番号 21056121。本判決は確定している。
64) LEX/DB文献番号 27804825。第一審は京都地裁昭和 59年 3月 22日判決（LEX/DB文献番号
21080310）、第二審は大阪高裁昭和 59年 11月 29日判決（LEX/DB文献番号 22000120）。










































































[8] 雄川一郎・園部逸夫ほか「行政強制に関する研究会」ジュリスト 584号（1975年 4月 1日号）、
pp.132-143
[9] 加藤就一（1988）「判研」判タ 653号（1988年 2月 15日号）、pp.33-47
[10] 金子宏（2017）『租税法〔第 22版〕』弘文堂
[11] 金子宏（1979）「行政調査の要件・手続」別冊ジュリスト 62号、pp.263-264





















[28] 柴田勲（1973）「『必要あるとき』とは」月刊税理 16巻 11号、pp.52-57
[29] 柴田孝夫（1973）最高裁判所判例解説刑事篇昭和 48年、pp.99-109






















[46] 南博方（1974）「判批（所得税法 234条 1項に基づく質問検査権の意義および範囲）」『昭和 48
年度重要判例解説』、pp.38-40







[3] 国税不服審判所平成 28年 11月 1日裁決（http://www.kfs.go.jp/service/JP/105/02/index.html）（2018/
03/29）
（平成 30年 4月 27日受付、平成 30年 6月 15日再受付）
